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制度の概要（1）

● 経済合理的な事業者判断の一環として、今後も電源の休廃止の加速化が想定さ

れる中で、電力の安定供給を確保するための構造的な対策として、電源の新規

投資の促進のため、新規電源投資について長期間固定収入を確保する仕組み

（以下「本制度措置」という。）を導入する。

● 「制度検討作業部会」において、2023年度の導入を目処として検討。

● 対象： 「発電・供給時にCO2を排出しない電源（脱炭素電源）

への新規投資」⇒具体的には別ページ

容量（kW）に対して

● 入札価格： 制度側で設定する他市場収益を控除

● 期間： 全電源種共通で20年の方向

● 入札方式： マルチプライスオークションの方向

● 実施主体： OCCTO（広域機関）



12月22日資料より



制度の概要（2）対象電源について

● 「発電・供給時にCO2を排出しない電源（脱炭素電源）への新規投資」とは

● 具体的には、水素・アンモニア発電、CCS、原子力など

原子力は現在は新設しないことになっているが、対象電源には入る。

再エネについては、FIT/FIP制度があるため対象外。

● 混焼については「検討が必要」とし、以下の方向で議論。

石炭新設＋アンモニア混焼は対象としないが、

LNG新設＋水素混焼は対象とする。

既設火力の水素・アンモニア混焼に向けた改修は対象

グレーアンモニア・グレー水素も対象

バイオマス混焼は対象としないが、既設火力のバイオマス専焼への改修は対象。



1月21日資料より



大規模「脱炭素」電源の新設はエネルギーシフトをますます遅らせる

ー「電源投資の確保に関する新たな制度」に関する声明（eシフト）
市場原理では経済的に見合わないため新設が進まない火力発電等の新設を、消費者の

負担で支援しようというものであり、eシフトは制度の導入に反対します。

http://e-shift.org/?p=4015

1. 原発や火力発電の後押しとなる

問題の多い「脱炭素電源」ではなく再エネを支援すべき

2. 水素・アンモニア混焼の推進は石炭火力の推進にもつながる

現状想定されるのはグレー（化石燃料由来）の水素・アンモニアであり

混焼により、石炭火力の延命・推進にもつながる

3. 政策の自己矛盾のおそれがある

既設火力の改修が優先されるおそれ

4. 本来進めるべき省エネと再エネを阻害する

大規模火力・原子力発電を中心としたシステムが維持される

http://e-shift.org/?p=4015


資料

資源エネルギー庁 電力・ガス基本政策小委員会 制度検討作業部会 「電源投資の確保について」

12月22日 https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/denryoku_gas/seido_kento/pdf/060_05_00.pdf

1月21日 https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/denryoku_gas/seido_kento/pdf/061_04_00.pdf

2月17日 https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/denryoku_gas/seido_kento/pdf/062_04_00.pdf

https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/denryoku_gas/seido_kento/pdf/060_05_00.pdf
https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/denryoku_gas/seido_kento/pdf/061_04_00.pdf
https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/denryoku_gas/seido_kento/pdf/062_04_00.pdf
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